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別紙 

 

大規模事故等対策本部の設置運営要綱 

 

（趣旨） 

第１ この要綱は、緊急事態等に際しての防衛大臣の補佐態勢に関する訓令（令和

７年防衛省訓令第３１号）第４条のいう自衛隊又は在日米軍の事故又は事件で

あって、社会的影響等を踏まえ、防衛省としての斉一性及び適時性を確保した

対外対応が特に必要なもの（以下「大規模事故等」という。）が発生した場合

において、当該大規模事故等に迅速かつ適切に対応することを目的に、防衛省

に設置する対策本部（以下「本部」という。）の設置運営について必要な事項

を定めるものとする。 

 

（本部の設置） 

第２ 事務次官は、大規模事故等が発生した場合には、当該大規模事故等に関する

事務を所管する局長又は防衛装備庁長官（以下「所管局長等」という。）、統

合幕僚長、当該大規模事故等に関する事務を所管する幕僚長（以下「所管幕僚

長」という。）及び緊急事態等のうち、自衛隊による社会的な影響が大きい事

故等の発生時における防衛省の危機管理対応の支援に関することを総括整理す

る大臣官房審議官（以下「危機管理担当審議官」という。）と協議の上、本部

の設置について防衛大臣に上申することができる。 

２ 本部の名称は、当該大規模事故等の名称を冠したものとする。 

 

（本部の所掌事務） 

第３ 本部は、主として当該大規模事故等に係る各種情報の集約及び対外公表方

針の決定その他対外的な対応方針の決定に関する事務をつかさどる。 

 

（本部の構成） 

第４ 本部の構成は、次のとおりとする。 

（１）本 部 長  防衛大臣 

（２）副 本 部 長  防衛副大臣 

（３）本部長補佐  防衛大臣政務官 

（４）事 務 局 長  事務次官 

（５）本 部 員  大臣官房長、所管局長等、大臣官房報道官、統合幕僚長、

統合幕僚監部総括官、所管幕僚長及び危機管理担当審議官 

２ 本部長は、必要があると認めるときは、前項各号に掲げる者以外の者を、本部

員に指名することができる。 

 

（本部の運営） 

第５ 本部長は、本部の運営を総括する。 



２ 副本部長は、本部長を助け、本部長が不在の場合、その職務を代行する。 

３ 本部長補佐は、本部長の命を受けて、本部長を補佐する。 

４ 事務局長は、本部長の命を受けて、本部の運営に関する事務をつかさどる。 

 

（本部の解散） 

第６ 本部長は、本部を開設しておく必要がなくなったと判断したときは、本部

を解散する。 

２ 事務局長は、所管局長等、統合幕僚長及び所管幕僚長と協議の上、本部の解散

について本部長に上申することができる。 

 

附 則 

この要綱は、平成２１年６月１５日から施行する。 


